
2

る
決
議
」
と
、
さ
ら
に
、
国
に
対
し
北
朝
鮮

の
核
兵
器
完
全
廃
棄
及
び
核
開
発
の
即
時
放

棄
に
向
け
た
具
体
的
な
行
動
の
実
現
に
向
け
、

国
連
や
関
係
各
国
と
連
携
を
図
り
な
が
ら
、

よ
り
厳
正
に
対
応
す
る
こ
と
を
強
く
要
望
す

る
「
朝
鮮
民
主
主
義
人
民
共
和
国(

北
朝
鮮)

に
対
す
る
日
本
政
府
の
厳
正
な
対
応
を
求
め

る
意
見
書
」に
つ
い
て
全
会
一
致
で
可
決
し
、

関
係
機
関
に
送
付
・
提
出
し
ま
し
た
。

●
核
兵
器
禁
止
条
約
署
名
式
へ
の
出
席

　
定
例
会
最
終
日
に
は
、
市
長
か
ら
核
兵
器

禁
止
条
約
署
名
式
へ
の
出
席
に
関
す
る
行
政

報
告
が
な
さ
れ
ま
し
た
。

　

９
月
20
日
に
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
国
連
本
部

で
開
催
さ
れ
た
署
名
式

に
は
、
市
長
や
被
爆
者

代
表
と
と
も
に
議
長
も

出
席
し
、
被
爆
地
が
核

兵
器
禁
止
条
約
を
強
く

支
持
し
て
い
る
こ
と
を

ア
ピ
ー
ル
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
国
連
事
務
総

長
を
は
じ
め
各
国
の
代

表
者
と
面
会
し
、
被
爆

の
実
相
を
知
る
た
め
に

も
、
訪
日
の
際
は
ぜ
ひ

被
爆
地
訪
問
を
検
討
し

て
い
た
だ
く
よ
う
、
要

請
し
ま
し
た
。

　
平
成
29
年
９
月
定
例
会
を
、
９
月
１
日
か

ら
25
日
ま
で
開
催
し
ま
し
た
。

　
定
例
会
初
日
、
市
長
か
ら
市
民
友
好
都
市

で
あ
る
オ
ラ
ン
ダ
王
国
ラ
イ
デ
ン
市
と
の
歴

史
的
な
結
び
つ
き
や
交
流
状
況
を
勘
案
し
、

交
流
関
係
を
さ
ら
に
深
め
る
た
め
に
姉
妹
都

市
提
携
を
行
う
た
め
の
議
案
が
提
案
さ
れ
、

全
会
一
致
で
可
決
し
ま
し
た
。
ま
た
、
常
任

委
員
会
に
付
託
し
審
査
す
る
議
案
に
つ
い
て

の
提
案
理
由
説
明
な
ど
が
な
さ
れ
ま
し
た
。

　

６
日
か
ら
11
日
ま
で
は
市
政
一
般
質
問

を
行
い
、
15
名
の
議
員
が
登
壇
し
ま
し
た
。

（
詳
細
は
Ｐ
３
～
５
）

　

12
日
か
ら
は
各
常
任
委
員
会
に
お
い
て

付
託
さ
れ
た
議
案
や
請
願
な
ど
の
審
査
を
行

い
ま
し
た
。（
詳
細
は
Ｐ
６・７
）

　
19
日
は
長
崎
駅
周
辺
再
整
備
、
観
光
客
受

入
対
策
、
雇
用
・
人
口
減
少
対
策
の
３
つ
の

特
別
委
員
会
を
開
催
し
、
そ
れ
ぞ
れ
「
長
崎

駅
周
辺
地
区
に
お
け
る
交
通
結
節
機
能
の
あ

り
方
」、「
観
光
消
費
拡
大
の
取
り
組
み
」、「
産

業
の
現
状
と
課
題（
経
済
成
長
戦
略
の
概
要
）」

に
つ
い
て
調
査
を
行
い
ま
し
た
。

　

定
例
会
最
終
日
の
25
日
は
各
常
任
委
員

会
の
委
員
長
か
ら
議
案
審
査
の
報
告
後
、
採

決
を
行
い
ま
し
た
。

　

９
月
定
例
会
で
は
市
長
提
出
議
案
20
件

と
議
員
提
出
議
案
４
件
を
議
決
し
、
１
件
は

継
続
審
査
と
な
り
ま
し
た
。（
詳
細
は
Ｐ
７・

８
）

●
北
朝
鮮
の
核
実
験
の
中
止
等
に
向
け
た

　
取
り
組
み

　
平
成
29
年
９
月
３
日
、
過
去
に
も
国
際
社

会
の
制
止
を
無
視
し
て
核
実
験
を
行
っ
て
い

る
北
朝
鮮
に
よ
る
６
回
目
の
核
実
験
が
強
行

さ
れ
ま
し
た
。

　
北
朝
鮮
は
こ
れ
ま
で
に
、
核
実
験
だ
け
で

な
く
、
日
本
海
に
向
け
複
数
の
ミ
サ
イ
ル
を

発
射
す
る
な
ど
、
世
界
恒
久
平
和
を
求
め
る

国
際
世
論
を
無
視
し
た
態
度
を
取
り
続
け
て

い
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
な
中
、
長
崎
市
議
会
は
被
爆
地

の
市
議
会
と
し
て
、
核
兵
器
を
廃
絶
し
、
世

界
の
恒
久
平
和
を
願
う
立
場
か
ら
、
９
月
６

日
の
本
会
議
に
お
い
て
北
朝
鮮
政
府
に
対
し
、

今
回
の
核
実
験
に
厳
重
に
抗
議
し
、
今
後
一

切
の
核
実
験
の
中
止
と
核
兵
器
の
完
全
廃
棄

及
び
核
開
発
の
即
時
放
棄
に
向
け
た
行
動
を

と
る
よ
う
求
め
る
「
朝
鮮
民
主
主
義
人
民
共

和
国
の
核
実
験
実
施
に
対
し
厳
重
に
抗
議
す

核
な
き
世
界
を
目
指
し
て

９
月
定
例
会
の
概
要

各国代表との面会の様子 署名式の様子

朝鮮民主主義人民共和国の核実験実施に対し
厳重に抗議する決議（2017年９月６日）

　
　2017年９月３日に国際社会からの強い非難や制止があったにもかかわ
らず、６回目の核実験が強行された。
　貴国は、過去の核実験においても国際社会の制止を無視して核実験を
強行し、北東アジア地域はもとより、国際社会の平和と安全に対し重大
な緊張を与えており、本市議会においても、一切の核実験を中止すると
ともに、核兵器の完全廃棄及び核開発の即時放棄に向けた具体的な行動
をとるよう強く求める決議を行い、貴国政府に対し送付している。
　しかしながら、貴国は核実験のみならず、本年８月８日には、弾道ミ
サイルによるグアム島周辺の包囲射撃作戦を慎重に検討していると表明
し、８月26日には日本海に向け複数のミサイルを発射、さらにその３日
後の８月29日にも北海道、襟裳岬上空を通過し、北海道東方の太平洋上
に落下したとみられる弾道ミサイルを発射するなど、世界恒久平和を求
める国際世論を無視した態度を取り続けている。これらは、核不拡散条
約（ＮＰＴ）を中心とする国際的な軍縮不拡散体制に対する重大な脅威
となる暴挙であるとともに、本年７月に採択された核兵器禁止条約に込
められた被爆者を初めとする世界の人々の積年の思いを踏みにじるもの
でもあり、断じて容認できない。
　私たち被爆地長崎の市民は、「長崎を最後の被爆地に、人類は核兵器と
共存できない」と訴え続け、かかる危険なみちを二度と許さないために、
国連憲章の平和原則を尊重し、人類の未来に向かって核兵器廃絶の実行
に踏み出すことに全力を挙げることを決意しており、このようなたび重
なる愚行は、被爆者を初め、核兵器の恐怖を経験した被爆地として、激
しい憤りを禁じ得ない。
　よって、被爆地長崎の市議会として、核兵器を廃絶し、世界の恒久平
和を願う立場から、貴国政府に対し、今回の核実験に厳重に抗議し、断
固として非難するとともに、改めて、今後一切の核実験を中止し、直ち
に核兵器の完全廃棄及び核開発の即時放棄に向けた具体的な行動をとる
よう、強く求める。
　以上、決議する。


